
貨物利用運送事業法の沿革
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利用運送事業（内航）

運送取次事業（内航）

運送取次事業（外航）

利用運送事業（外航）

平成２年１２月１日 施行

貨物運送取扱事業法

※ 新設

海運利用運送事業は第一種のみ

第一種 貨物利用運送事業（内航）

平成１５年４月１日 施行

貨物利用運送事業法

第二種 貨物利用運送事業（内航）

第一種 貨物利用運送事業（外航）

第二種 貨物利用運送事業（外航）
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昭和３９年８月１０日 改称施行
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利用運送と取次事業

荷主

利用運送

事業者

実運送

事業者

利用運賃ハウスB/L

実運賃

マスターB/L

荷主

取次事業者

実運送

事業者

取次料金＋運賃

運賃

マスターB/L

取次契約

平成１５年４月１日貨物利用運送事
業法の施行に伴い法律から削除と
なった。

取次行為は現在も存在しているに
もかかわらず、法的な基盤がない。

平成１５年４月１日より

貨物自動車運送事業の許可又は自動
車に係る貨物利用運送事業の許可を
もっている事を条件に、事業者からの申
請により集配事業計画が追加された。

これを「二種みなし許可」という。
５


